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平成26年度 出水市財務状況把握の結果概要

［要因分析］

◆ヒアリング等の結果概要
【債務償還能力】 【資金繰り状況】

＜人口構成の推移＞

［財務上の問題］

都道府県名 団体名

鹿児島県 出水市

財政力指数 0.37 標準財政規模（百万円） 16,124

H27.1.1人口(人) 55,432 平成26年度職員数(人) 562

面積（K㎡) 329.98 人口千人当たり職員数(人) 10.1

-
建設投資目的の
取崩し

- 地方税の減少 -

債務負担行為に基づく
支出予定額

-
資金繰り目的の
取崩し

-
人件費・物件費の
増加

-

公営企業会計等の
資金不足額

- その他 - 扶助費の増加 -

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額

-
補助費等・
繰出金の増加

-

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額

- その他 -

その他 -

-

積立低水準 収支低水準

建設債

実質的な
債務

その他

債務高水準
債務高水準 -

積立低水準 -

収支低水準 -

(単位：千人）

　

12年国調 58.5 9.6 16.5% 35.2 60.2% 13.6 23.3% 5.0 17.5% 9.2 32.1% 14.5 50.3%

17年国調 57.9 8.9 15.4% 34.2 59.0% 14.8 25.6% 4.6 16.5% 7.7 27.8% 15.5 55.7%

22年国調 55.6 8.0 14.4% 32.4 58.3% 15.2 27.3% 3.6 14.6% 6.3 25.4% 14.8 60.0%

構成比
総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国

鹿児島県

70.6%

13.7% 59.8% 26.5% 10.4% 19.6% 70.0%
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※１．債務償還可能年数について、分子（実質債務）がマイナスとなる場合は「0.0年」、分母（行政経常収支）がマイナスとなる場合は「－」（分子・分母ともマイナスの場合は「0.0年」）として表示している。

　 ２．右上部表中の｢類似団体平均値｣及び｢全国平均値｣については、各団体の26年度計数を単純平均したものである。

　 ３．上記グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、26年度の類型区分による。

　 ４．平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務月収倍率における分子（実質債務）がマイナスの場合には「0（年・月）」として単純平均している。

（平成26年度）

◆財務指標の経年推移
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（単位：億円）＜参考指標＞

基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立(※)）}

(※)基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 団体値
早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字比率 - 12.70% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.70% 30.00% 

実質公債費比率 8.6% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 2.0年 2.0年 1.7年 1.4年 1.2年

実質債務月収倍率 5.3月 4.5月 3.7月 2.8月 2.3月

積立金等月収倍率 7.8月 8.7月 9.8月 10.6月 10.7月

行政経常収支率 21.8% 18.7% 17.9% 16.5% 15.7%

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

9.7年 7.2年

10.2月 8.7月

4.9月 7.3月

11.5% 14.1%

類似団体
平均値

全国
平均値

出水市

類似団体区分

都市Ⅱ－１



◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

　地方税 4,988 4,978 5,095 5,079 5,127

　地方譲与税・交付金 974 925 828 816 903

　地方交付税 10,731 10,754 10,640 10,431 10,411

　国（県）支出金等 4,459 3,920 3,808 4,068 4,435

　分担金及び負担金
　・寄附金

197 202 203 210 204

　使用料・手数料 545 479 473 471 495

　事業等収入 135 119 127 144 149

　　　行政経常収入 22,030 21,377 21,173 21,220 21,724

　人件費 4,844 4,784 4,860 4,729 4,926  

　物件費 2,218 2,233 2,187 2,157 2,449

　維持補修費 165 145 153 173 163

　扶助費 4,586 4,637 4,752 4,867 5,282

　補助費等 2,131 2,253 2,067 2,084 2,139

　繰出金（建設費以外） 2,867 2,951 3,020 3,396 3,060 　

　支払利息 411 376 343 312 274

　（うち一時借入金利息） - - - - -

　　　行政経常支出 17,222 17,380 17,381 17,718 18,294 　

　　　行政経常収支 4,807 3,997 3,792 3,502 3,430  

　特別収入 324 157 146 637 95

　特別支出 30 96 76 10 19

　　　行政収支（A） 5,102 4,057 3,862 4,128 3,506

　

　国（県）支出金 356 944 642 752 613

　分担金及び負担金
　・寄附金

10 9 14 8 13

　財産売払収入 175 57 95 169 627

　貸付金回収 284 505 602 672 120

　基金取崩 47 133 125 84 558

　　　投資収入 872 1,647 1,479 1,686 1,932

　普通建設事業費 2,311 2,615 3,052 3,511 3,792

　繰出金（建設費） 143 52 59 67 72

　投資及び出資金 118 111 101 110 123

　貸付金 530 1,100 500 400 200

　基金積立 1,295 311 16 663 879

　　　投資支出 4,397 4,188 3,728 4,751 5,067

　　　投資収支 ▲ 3,525 ▲ 2,541 ▲ 2,250 ▲ 3,065 ▲ 3,135

　地方債 1,509 1,903 2,494 2,377 2,508

  （うち臨財債等） ( 1,000 ) ( 1,000 ) ( 1,000 ) ( 1,000 ) ( 800 )

  翌年度繰上充用金 - - - - -

　　　財務収入 1,509 1,903 2,494 2,377 2,508

　元金償還額 2,795 2,354 2,311 2,297 2,560

　（うち臨財債等） ( 497 ) ( 537 ) ( 570 ) ( 625 ) ( 699 )

　前年度繰上充用金 - - - - -

　　　財務支出（B) 2,795 2,354 2,311 2,297 2,560

　　　財務収支 ▲ 1,286 ▲ 452 184 80 ▲ 52

　　　収支合計 290 1,065 1,797 1,143 319

償還後行政収支（A-B) 2,306 1,703 1,552 1,832 947

実質債務 9,742 8,044 6,525 5,034 4,339

（うち地方債現在高） ( 24,004 ) ( 23,552 ) ( 23,736 ) ( 23,816 ) ( 23,764 )

積立金等残高 14,271 15,513 17,214 18,785 19,425 （注）棒グラフの左が収入を表し、右が支出を表している。

■投資活動の部■

■財務活動の部■

■参考■
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◆ヒアリングを踏まえた総合評価

◎債務償還能力について
　
　 債務償還能力は、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収
倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（償還するべき債務の水準）とフロー面（償
還原資の獲得状況）の両面から分析したものである。
　
【債務償還能力】留意すべき状況にはないと考えられる。

○ストック面（償還するべき債務の水準）
　実質債務月収倍率が2.3月と18.0月未満であることから問題はないと考えられる。
　当該理由としては、臨時財政対策債を除き、元金償還額の範囲内になるよう起債額を
抑制したことで地方債現在高が減少したことに加え、新庁舎建設事業や公共施設の更新
等に備えたその他特定目的基金や将来の財政負担に備えた財政調整基金の積み増しに
より実質債務が減少したことによるものと考えられる。

○フロー面(償還原資の獲得状況）
　行政経常収支率が15.7％と10.0％以上であることから問題はないと考えられる。
　当該理由としては、社会福祉費等の増加に伴う扶助費のほか、社会保障システム構築
費用の増加による物件費等の行政経常支出が増加したものの、地方譲与税・交付金や
国（県）支出金等が増加したほか、地方交付税により行政経常収入が確保されてきたこと
によるものと考えられる。

【財務指標】
○実質債務月収倍率（平成26年度：2.3月/補正なし）
○行政経常収支率   （平成26年度：15.7％/ 補正なし）
○債務償還可能年数（平成26年度：1.2年/補正なし）

◎資金繰り状況について

　資金繰り状況は、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用してストック面（資金繰り
余力の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から分析したものであ
る。

【資金繰り状況】留意すべき状況にはないと考えられる。

○ストック面（資金繰り余力の水準）
　積立金等月収倍率が10.7月と3.0月以上であることから問題はないと考えられる。
　当該理由としては、新庁舎建設事業や公共施設の更新等に備えたその他特定目的基
金や将来の財政負担に備えた財政調整基金の積み増しによるものと考えられる。

○フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　行政経常収支率は、15.7％と10.0％以上であることから問題はないと考えられる。
　当該理由としては、上記（【債務償還能力】フロー面）のとおり。

【財務指標】
○積立金等月収倍率（平成26年度：10.7月/補正なし）
○行政経常収支率   （平成26年度：15.7％/補正なし）
　

出水市



【その他の留意点】

（１）今後の収支状況について
　上記のとおり出水市財政計画に基づく今後の見通しについては留意すべき状況にはな
いものの、行政経常収入に占める割合の高い地方交付税が合併算定替終了に伴い段階
的に縮減されることなどから行政経常収支率は低下することが見込まれている。
　また、計画期間終了後も段階的縮減により地方交付税が減少するほか、公共施設の老
朽化に伴う改修等の費用が新たに見込まれるとしていることから、今後の収支の状況に
留意する必要があると考える。

（２）病院事業への繰出しについて
　出水市病院事業については、平成26年度決算において経常収益が前年度比増加した
ものの、経常費用の増加により経常損失が発生しているほか、企業債償還等の影響によ
り運転資金確保等のため一般会計から長期借入を行っている。
　今後においては、医師確保が困難な状況にある中、大学医局をはじめ九州内の医療機
関等を訪問して招へいに努め、医師確保による医業収益の増加を図ることとしているが、
医師の確保状況によっては病院事業への繰出しが増加するなど一般会計に影響を及ぼ
す恐れがあると考える。

(2)収支計画に基づく今後の見通し

○債務償還能力
　ヒアリングによれば、ストック面（償還すべき債務の水準）については、新庁舎の建設事
業に伴い起債額の増加及び基金の取崩しを行うことなどから実質債務は増加する見通し
である。
 また、フロー面（償還原資の獲得状況）については、合併算定替終了により地方交付税
が減少するほか、生活介護受給者の増加に伴う介護給付費などの扶助費の増加等によ
り行政経常収支は減少する見通しである。
　ただし、ストック面及びフロー面とも問題ない水準と見込まれるため、債務償還能力の見
通しについては、留意すべき状況にはないと考えられる。

財務指標の見通し（計画最終年度：平成31年度）
　実質債務月収倍率　5.9月（上昇する見通し）
　行政経常収支率　　14.2％（低下する見通し）
　債務償還可能年数　3.4年（長期化する見通し）

○資金繰り状況
　ヒアリングによれば、ストック面（資金繰り余力の水準）においては、新庁舎建設に伴うそ
の他特定目的基金の取崩し等により積立金等残高が減少する見通しである。
　また、フロー面（経常的な資金繰り余裕度）については、上記のとおり、行政経常収支が
減少する見通しである。
　ただし、ストック面及びフロー面とも問題ない水準と見込まれるため、資金繰り状況の見
通しについては、留意すべき状況にはないと考えられる。

財務指標の見通し(計画最終年度：平成31年度）
　積立金等月収倍率　9.2月（低下する見通し）
　行政経常収支率　　14.2％(低下する見通し）

【今後の見通し】

（1)収支計画名
出水市財政計画（平成25年度策定、計画期間：平成25年度～平成31年度）

◎財務の健全性等に関する事項

出水市


